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    委   員   松 田 直 人 委員長 

            鈴 木 尉 久 委 員 

長 尾   真 委 員 

    事務局職員   西 村 嘉 浩 事務局長 

            森 本 剛 史 任用課長 

            古 川 卓 哉 給与課長 

門 田 高 弘 任用課副課長兼総務審査班長 

            小 倉 豊 道 給与課副課長 

 

開 会 

 

第１号議案 

 議事録の承認を求める件 

 
人事委員会議事録（第 1619 回）について審議の結果、原案どおり承認した。 

 

第２号議案 

 委員長職務代理者指定の件 

  

委員長が、鈴木尉久委員を、委員長職務代理者として指定した。 

  

第３号議案 

 行政Ｂ（高卒程度）採用試験筆記試験合格者決定の件 

  

任用課長が、標記筆記試験の受験状況を報告したうえで、同試験合格者（案）を諮り、決定

されれば 10月 18 日に合格発表を行うこと等を説明し、審議の結果、原案どおり決定した。 

 

（委員からの質問） 

論文試験と作文試験の違いは何か。 

（事務局） 

論文試験は県の施策に関連する問題、作文試験はこれまでの経験等に関する問題を出題し

ている。 

 

第４号議案 

 職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定の件 

  

給与課長が標記規則の内容等を説明し、審議の結果、原案どおり決定した。 



 

（委員からの質問） 

他府県で労働基準監督署から是正勧告があったとのことだが、労働基準監督署の役割は人

事委員会にもあったのではなかったか。 

（事務局） 

土木事務所や健康福祉事務所などは、人事委員会ではなく労働基準監督署の所管となる。 

（委員からの質問） 

民間でいう労働基準法に定められている割増賃金の算定に相当するものと考えればよい

か。 

（事務局） 

そうである。 

（委員からの質問） 

寒冷地手当の支給対象事務所は、資料に記載されている３事務所だけか。 

（事務局） 

例示であり、他にもある。 

  

報告事項１ 

 経験者採用試験筆記試験の実施状況 

 

任用課長が、標記試験の受験状況等を報告した。 

 

（委員からの質問） 

受験率が73％ということだが、他の試験に比べてどうか。 

（事務局） 

経験者試験は、他の採用試験に比べて受験率が低い傾向にあるが、今回は70％を上回った。 

（委員からの質問） 

宝塚市役所で、就職氷河期対策で募集したところ受験者が殺到したというのを見た。今よ

りも高齢の方を対象とした募集は考えていないのか。 

（事務局） 

その件については、９月議会で質問があり、知事から「現在の経験者採用試験は、25歳か

ら34歳までだが、上限を引き上げることを検討したい」という答弁があった。宝塚市は45歳

までとしており、そこまで上限をあげないと氷河期世代をカバーできないが、そこまででき

るのか、これから検討をしていくことになる。 

単に対象年齢を引き上げても救済策にならないのではないかという感じもする。職員の採

用という手段で氷河期世代対策が本当にうまくできるのか、よく考えないといけないことだ

と感じている。 

 

報告事項２ 

 兵庫県職員ガイダンスの開催 

 

任用課長が、標記ガイダンスの開催について説明した。 

 

（委員からの質問） 

ガイダンス出席者の47％の受験があったということは効果があったとも言えるが、かなり

兵庫県に関心を持っていただいている方のうち半分は取り逃しているとも言える。兵庫県だ

けを志望しているか、あるいは他の公務員を考えているか、といったアンケートはしている



のか。 

（事務局） 

最近の傾向として、公務員志望者は民間企業との併願はほとんどなく、他の公務員と併願

する人が多い。他の自治体受験予定の者もかなりいると考えられる。 

（委員からの意見） 

市役所と県では仕事の仕方も違うと思うが。 

（事務局） 

大学生は、３年生になると、どこを受験するかほぼ決めている状態になるので、我々とし

ては、もっと早い１～２年生の段階から県の仕事に関心を持ってもらえるような取組が必要

ではないかと考えている。 

 

報告事項３ 

 地方公務員の給与改定等に関する取扱い 

 

給与課長が、総務副大臣による標記取扱い通知の内容を説明した。 

 

（委員からの質問） 

国と地方と民間の給与水準をうまく合わせられるのか。 

（事務局） 

民間が国より高い地域など、自治体によっては合わない場合もあり、その場合は国の水準

までに抑えるよう助言されている。本県は、概ねそろっている。 

（委員からの質問） 

やはり東京は高いのか。 

（事務局） 

国は地域手当で差をつけており、地方も国に準拠している。 

（委員からの質問） 

総務省の通知に記載されている項目の本県の対応状況はどうか。 

（事務局） 

概ね対応できている。 

 

閉 会 


